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 『交 際 費 を支 出 した場 合 の税 制 措 置 を知 りたい』 
 

交際費等の損金算入の特例 
                                   

                                 

                                   

                                 

 
対象となる方  

資本金又は出資金の額が１億円以下の法人（※） 
 
 （※）資本金又は出資金の額が１億円以下の法人であっても、次の法人は本税制の適用を受けることができません。 

   ・大法人（資本金等の額が５億円以上の法人、相互会社、受託法人）との間に、完全支配関係（100％の出資関

係）がある法人 

   ・完全支配関係（100％の出資関係）にある複数の大法人に発行済株式等の全部を保有されている法人 

・投資法人、特定目的会社、受託法人 

 
措置の内容 

以下①、②のうち、どちらかを選択して損金算入することができます。 

①支出した交際費等のうち、800 万円までの全額 

②支出した接待飲食費の 50％（支出する接待飲食費の上限はありません。） 

 

手続の流れ 

確定申告書に別表（交際費等の損金算入に関する明細書）を添付し、最寄りの税務署に申告して

下さい。 

 

適用期間 

 平成 30 年 3 月 31 日まで 

 
 
 
 

お問い合わせ先 
国税庁、国税局（事務所）または税務署の税務相談窓口  
 

 交際費等を支出した場合、一定額まで損金算入することができます。 

『 消費税軽減税率制度に対応する際に支援を受けたい 』 
 

消費税軽減税率導入に向けた準備の支援 
                                   

                                 

                                   

                                   
 
 【消費税軽減税率対策補助金】 

 
対象となる方  

消費税軽減税率制度（複数税率）への対応が必要となる中小企業・小規模事業者  
 

支援内容  
消費税軽減税率制度（複数税率）への対応が必要となる中小企業・小規模事業

者の方々が、複数税率対応レジの導入や、受発注システムの改修などを行うにあたって、
その経費の一部を補助する制度です。 

 
（１）複数税率対応レジの導入等支援  

複数税率に対応するレジの新規導入や、既存レジの複数税率対応のための改修を
支援します。（レジには、POS機能のないレジ、モバイルPOSレジシステム、POSレジシス
テムなどを含みます。） 

 
○補助率   

  ・導入費用が３万円未満の機器を１台のみ購入する場合：３／４ 
  ・導入費用３万円以上の機器：２／３ 

・タブレット等の汎用端末：１／２ 
○補助上限  

レジ１台あたり２０万円。新たに行う商品マスタの設定や機器設置に経費を要する場
合は、さらに１台あたり２０万円を加算。複数を導入する場合は、１事業者あたり２００
万円を上限。 

 
（２）受発注システムの改修等の支援  

電子的な受発注システム（EDI/EOS等）を利用する事業者が、複数税率に対応する

ために必要となる機能の改修・入替を支援します。 
 

○補助率  ２／３ 
○補助上限  

・小売事業者等の発注システムの場合：１０００万円  
・卸売事業者等の受注システムの場合：１５０万円  
・発注システム・受注システム両方の場合：１０００万円  

 
ご利用方法 
 詳細については、事務局にお問い合わせ下さい。 

 消費税軽減税率への対応が必要な事業者の準備が円滑に進むよう、レジ導入・システム改修等

を支援する補助金や、相談窓口や講習会等によるサポート体制をご用意しています。 

お問い合わせ先 
 軽減税率対策補助金事務局  電話：０５７０－０８１－２２２ URL：kzt-hojo.jp 
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